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武力攻撃事態の４類型

① 着上陸侵攻

② 航空機による攻撃

③ 弾道ミサイル攻撃

④ ゲリラ・コマンドゥー

（国民の保護に関する基本指針 平成１７年３月閣議決定）

緊急対処事態の４類型

① 原子力事業所等の破壊、石油コンビナートの爆破等

② ターミナル駅や列車の爆破等

③ 炭疽菌やサリンの大量散布等

④ 航空機による自爆テロ等

（国民の保護に関する基本指針 平成１７年３月閣議決定）
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最近のテロ事案等

○バリ島同時爆破事件 2005年10月１日
【死者 ２３名 （１０月８日現在）】

○ロンドン同時爆破事件 2005年7月7日
【死者 ５６名 （７月２１日現在）】

○スペイン同時多発列車爆破事件 2004年3月11日
【死者１９０名 負傷者１，４００名以上】

○米国同時多発テロ事件 2001年9月11日
・ニューヨーク市 国際貿易センタービル 【死者 ２，８２９名】
・ワシントンＤＣ 国防総省ビル 【死者 １８９名】
・ペンシルヴェニア州西部 【死者 ４４名】

○テポドン発射事件 １９９８年８月３１日

・北朝鮮が試験的に発射。日本本土を越え三陸沖に着弾

○地下鉄サリン事件 1995年3月20日
【死者１２名 負傷者５，５１０名】
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我が国を取り巻く状況

• 近隣国におけるミサイル配備の状況

• 近隣国における核兵器保持の可能性

• 生物兵器等の使用の可能性

• ６か国協議と米国の対応

• その他アルカーイダ等によるテロの可能性
５



武力攻撃や大規模テロから
国民を守るにあたり重要な視点

• 科学的かつ客観的な情報分析

• いざという時に一人でも多くの国民を守る姿勢
の徹底

• 責任ある者による的確かつ迅速な判断

• 関係ある組織（警察、消防、自衛隊、医療機
関）間の連携

• 国民の理解の浸透
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都道府県国民保護計画の主な特徴

○ 積雪時における避難、避難所生活について特に配慮。

→北海道、岩手県、秋田県、山形県

○ 原子力施設が所在又は隣接しており、武力攻撃原子力災害への対処について特に配慮。

→茨城県、石川県、福井県、滋賀県、島根県、佐賀県

○ 昼間人口の大きい大都市部におけるテロ災害への対処に重点。

→北海道、埼玉県、千葉県、愛知県、大阪府、広島県、福岡県

○ 高齢者の避難対策に特に配慮。

→秋田県、山形県、和歌山県

○ 文化財の保護や観光客の避難対策に重点。

→京都府、奈良県、大分県

○ 米軍基地が所在しており、周辺地域の避難等に一定の配慮。

→広島県、山口県

○ 離島が多く、離島住民の避難対策に一定の配慮。

→島根県、広島県、山口県

○ 避難規模の違いや避難までの時間を組み合わせ、独自の避難タイプを想定。

→鳥取県

○ 隣県からの避難住民の円滑な受入について特に配慮。

→熊本県 ９









事態認定前における初動体制

① 現場からの情報により多数の人を殺傷する行為等の事案の発生を把
握したときには、国へ通知。

② 緊急事態連絡室（仮称）を設置し、県警察、消防、海上保安庁、自衛隊
等の関係機関を通じ迅速に情報収集及び分析を実施。

③ 関係機関により講じられる、消防法、警察官職務執行法、災害対策基
本法等に基づく避難の指示、警戒区域の設定、救急救助等の応急措置
について、総合的に推進し、被害の最小化を図る。

◎【県緊急事態連絡室（仮称）の構成等】＜イメージ＞

連絡室長（知事）

参集室員

・副知事

・県警察本部長

・危機管理監

・総務部長

・ ・・・

迅速な情報
収集・分析

必要に応じ、
連絡員等の
派遣を要請

消防機関

海上保安庁

自衛隊

その他関係機関
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武力攻撃やテロなどから身を守るために（抜粋）
（平成１７年９月 内閣官房作成）

ⅰ．化学剤が用いられた場合

②留意点

●屋内では、窓を閉め、目張りにより室内
を密閉し、できるだけ窓のない中央の部
屋に移動しましょう

●２階建て以上の建物であれば、なるべき
上の階へ避難しましょう。

●汚染された服、時計、コンタクトレンズな
どは速やかに処分する必要がありますが、
汚染された衣服などをうかつに脱ぐと、露
出している皮膚に衣服の汚染された部分
が触れるおそれがあります。特に頭から
かぶる服を着ている場合には、はさみを
使用して切り裂いてから、ビニール袋に密
閉しましょう。その後、水と石けんで手、顔、
体をよく洗いましょう。
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